
 

令和７年度 政策評価表 

 

【リーディングプロジェクトの方向性】 

平成 23 年度に各行政区に「まちづくりセンター」を開設して以来、地域の関係団体同士がつながる

「地域づくり協議会」の設立や運営を支援するなど、「地域でできることは地域で解決する」ため、地

域にふさわしい仕組みづくりを進めてきました。 

 また、高齢者や障害者が住み慣れた自宅や地域で自立した尊厳のある暮らしを可能な限り継続できる

よう、医療・介護・介護予防・住まい・生活支援が一体的に提供されるための「地域包括ケアシステム」

を構築しているところです。 

 今後も、地域のことを「他人事」ではなく「我が事」と考える住民主体の地域づくりを支援し、こど

もから高齢者、障害者など市民の誰もが「人と人との絆」を実感する地域共生社会の実現のため取り組

むことが必要です。 

 そのために引き続き、「地域づくり協議会」による地域横断的ネットワーク活動の充実に向け、支援

拠点となるまちづくりセンターを中心とした体制を整えるとともに、医療・介護等各分野の関係機関が

地域と連携を図りながら、「地域包括ケアシステム」の推進を図ります。 

 

【令和６年度に実施した事業】 

≪「主な取り組み」にあたる事業≫ 

1-1-1 地域コミュニティの充実（地域課題解決のための自発的な活動への支援） 

地域づくり支援事業 各まちづくりセンター 

所沢市客引き対策事業 防犯交通安全課 

1-2-2 身近な地域に広がるネットワークづくり（地域での見守り・支え合いの体制づくり） 

所沢市社会福祉協議会補助金交付事業 地域福祉センター 

1-4-2 住み慣れた自宅や地域で暮らし続けるための取り組みの推進 

（認知症施策の推進、在宅医療・介護の連携推進） 

介護予防・生活支援サービス事業 高齢者支援課 

地域包括支援センター運営事業 高齢者支援課 

認知症施策推進事業 高齢者支援課 

在宅医療・介護連携推進事業 高齢者支援課 
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1-4-3 地域の課題を解決するための体制づくり 

（日常生活圏域への生活支援コーディネーターの設置） 

生活支援体制整備事業 高齢者支援課 

 

≪「関連する取り組み」にあたる事業≫ 

2-1-3 地域における子育て支援の充実（地域のつながりによる子育て支援の環境づくり） 

ファミリーサポート事業 こども支援課 

地域子育て支援拠点事業 こども支援課・青少年課 

子ども広場設置・整備費補助金 青少年課 

3-1-1 主体的な健康づくりの推進（地区担当制による地域特性を生かした健康づくりの推進） 

地域保健推進事業 健康づくり支援課 

 

【評価及び今後の方針】 

令和６年度の取り組みに対する評価 

●地域コミュニティの充実（地域課題解決のための自発的な活動への支援） 

・ 令和 6 年度は、コロナ禍の影響で停滞した地域活動を以前のように取り戻そうとする動きがみら

れ、各地区での夏祭りをはじめウォークラリー事業やモルック大会なども実施された。各まちづく

りセンターでは、引き続き感染症対策に配慮しながら、「とこしゃん体操教室」や体力づくり講座、

健康増進に資する講座などの事業に取り組んできた。また、地域づくり協議会等とともに地域活動

を周知しながら地域コミュニティの充実につながる取組として、前述のウォークラリーや地域マッ

プ作りなどを行なっている。さらに、広報ところざわでは、「もっと地区自慢」を隔月連載し、各地

域における自治会活動などを紹介することで、地域活動の活性化を図った。 

・ まちづくりセンターでは DX 推進（デジタル技術による変革）における、デジタル格差解消の一環

として、デジタル端末の操作に不慣れな方を対象に、新型コロナワクチン接種 Web予約支援を引き

続き実施した。また、スマートフォンを活用した講座も各地区で行っているが、高齢者と学生ボラ

ンティアによる世代間交流を生む事業に発展するなど、市民が主体的に安心して活動できるための

支援が新たな広がりにつながる地区もあった。 

・ まちづくりセンターの若手職員を中心とした SNS情報発信プロジェクトでは、将来の地域の担い手

となる若い市民に自分の住む地域に関心や愛着を持っていただけるよう、市内各地区のイベントや

スポット、出来事などの情報を継続的に発信した。 

・ 地域の現況や抱えている課題、地域の強み等を関係課と共有し意見交換を行う「地域力促進会議」

を開催し、「所沢市地域づくりガイドライン」の方向性や、把握するためのツール「見える化シー

ト」の扱いなどについて、意見交換を行った。  

・ 地域コミュニティで活動する方々を対象に、活動が深化し自ら地域をデザインすることに資するよ

う、グループワークを中心とした「地域デザイン交流会」を開催した。   

・ 市民活動フェアでは、地域づくり協議会及び、自治会・町内会の活動内容の展示を行なった。また、

地域づくり協議会の役員の方々には「展示の説明員」としても参加いただき、他団体（NPO法人等）

との交流を深めていただいた。同フェアへの参加は、協議会等の地縁型コミュニティと NPO法人等

のテーマ型コミュニティが、今後連携してくための一助にもなっていると考えられる。 

 



 

・ 客引き対策については、条例に基づく禁止地区である所沢駅西口やプロペ通り周辺を対象として、

市職員及び会計年度任用職員がパトロールを実施し、客引き行為等を行う者に対しての指導を行う

ほか、通行人に対しては地元商店街や警察と連携したパレード等の実施により啓発活動を行った。 

 

●身近な地域に広がるネットワークづくり（地域での見守り・支え合いの体制づくり） 

・ 地域福祉の中核を担う所沢市社会福祉協議会の運営を引き続き支援することで、市内 11 地区ごと

に配置したコミュニティソーシャルワーカー（CSW）が、地域に出向き複合的な生活課題を抱えた

個人や家族に対して、必要なサービスや専門機関等へのつなぎなど包括的な相談支援を行った。ま

た、地域で開催される各種会議、サロン活動等に出向き、ニーズ把握に努めた。 

 

●住み慣れた自宅や地域で暮らし続けるための取り組みの推進（認知症施策の推進、在宅医療・介護

の連携推進） 

・ 介護予防・生活支援サービス事業では、高齢者の心身機能の維持・向上のため、安定的にサービス

を提供できる体制の維持に努めた。 

・ 地域包括支援センター運営事業では、地域ケア運営会議等により、事業の充実に向けた事例研究や

検討を行い事業効果の向上に努めた。地域包括支援センターにおいては、介護予防教室等を実施し、

参加者のニーズや地域の健康課題に即した多様な内容を取り上げ、介護予防の普及啓発を行った。

また、事業等の実施が効果的・安定的になされたか評価を行い、必要な改善を進め、体制の充実化

に向けた検討を行った。 

・ 認知症施策推進事業では、認知症について正しく理解し、地域で支え合えるよう、認知症サポータ

ー養成講座を開催し、市内の学生を含む市民が参加した。認知症地域支援推進員を中心に開催した

「オレンジウィーク」では、認知症本人の作品や認知症関連施設の紹介、本人や家族のメッセージ、

オレンジガーデニングプロジェクトの写真等を展示するほか、本人交流会や家族会、「地域でみま

もり支え合い事業（トコろんおかえり QR）」の体験会等のイベントを開催し、啓発やネットワーク

の構築を図った。 

・ 在宅医療・介護連携推進事業では、定期的な医療介護連携会議の開催、在宅療養に係るパンフレッ

トや、市民向け講演会等を通じて、連携基盤整備の推進に努めた。 

 

●地域の課題を解決するための体制づくり（日常生活圏域への生活支援コーディネーターの設置） 

・ 生活支援体制整備事業では、第 1層（市全域）及び第 2層（日常生活圏域）生活支援コーディネー

ターを中心に、把握した地域支援情報を活用し、日常生活圏域（14圏域）ごとの地域の課題や資源

の情報共有を図り、買い物支援など具体的な施策につながり、活動の継続が図られている。 

・ 高齢者の情報格差への対応や地域のつながりづくりのためにスマホサポーターを養成し、スマホ教

室等の開催を推進したほか、地域の課題解決に寄与する団体等の立ち上げ支援や、担い手の養成、

地域関係者のネットワークの構築など、仲間づくり、地域づくりの活動を支援した。 

 

●地域における子育て支援の充実（地域のつながりによる子育て支援の環境づくり） 

・ ファミリーサポート事業については、援助会員向けの講習会実施により援助会員の確保に努め、会

員数の増加につながった。県内他市と比較しても本市の利用件数は多く、コロナ禍以降ここ数年は

13,000 件を超える高い水準で推移しており、子育て家庭が仕事と育児を両立するための支援につ

ながっている。 



 

・ 地域子育て支援拠点事業については、昨年度に引き続き 14中学校区（全 27施設）にて事業を実施

した。利用者数は昨年度より増加しており、より多くの子育て支援につながった。 

・ 令和 6年度の子ども広場整備に対する補助金の申請件数は 3件であった。補助金は、ゲートの修理

や樹木の伐採、ブランコの修理に活用され、こどもたちが安全に憩い、楽しめる広場を整備するこ

とができた。また、自治会等が子ども広場の整備に責任を持ち、運営を行うことで、地域のことを

「我が事」と考える地域づくりの支援につながった。 

 

●主体的な健康づくりの推進（地区担当制による地域特性を生かした健康づくりの推進） 

・ 地域保健推進事業については、地域の現状や課題を把握し、地域特性に合わせて保健活動を進める

「地区担当制」を導入している。 

・ 健康寿命の延伸に向け、健康を保つための生活習慣等の周知や健康教室、講演会、リハビリ事業、

健康相談などの各種事業を通じて、市民の健康づくりに向けた取組を実施した。また、まちづくり

センター等でも健康教室を開催し地域の実情に合った保健活動を展開した。 

・ 市民との協働による取組としては、市民自らが健康づくりに取り組むとともに、健康情報を家族、

友人など周囲に広める「健康長寿サポーター」の養成や食を中心として健康づくりを進める「食生

活改善推進員」の活動支援を行った。 

 

【総評】 

コロナ禍が落ち着き、各地区で、とこしゃん体操教室や地域づくり協議会等との協働によるウォー

クラリーや地域マップ作りなど多くの地域活動が行われた。スマートフォンの操作に不慣れな高齢者

に対し、学生ボランティアが操作方法等を教える講座等も開催され、世代間交流を生むための工夫な

ども見られた。また、認知症サポーターやファミリーサポーター等の地域においてお互いに支え合う

体制・ネットワークづくりを進めてきた。 

こどもから高齢者、障害者など誰もが「人と人との絆」を実感できる地域共生社会の実現に向け、地

域づくり協議会による地域横断的ネットワーク活動の充実及び、地域包括ケアシステムの推進に一定

の効果があったものと考える。 

 

 

今後の方針：地域のつながりを活かしたまちづくりに向けて 

●地域コミュニティの充実（地域課題解決のための自発的な活動への支援） 

・ 地域コミュニティ団体の活動が円滑に活動できるような支援が求められている。そうした中で、引

き続き、まちづくりセンターを中心に、地域の方々が安心して活動できるよう団体の運営や活動の

相談に応じるなど、地域課題解決のための自発的な活動への支援により、地域コミュニティの充実

を図っていく。 

・ 地域とつながる機会の少ない若者や高齢者などが、それぞれの知識や経験を活かして地域の一員と

して参加しやすい環境を整え、活躍できる機会を増やしていくことで地域コミュニティの充実を図

っていく。 

・ 所沢プロペ商店街振興組合が行う客引き行為等の防止に向けた啓発活動について、所沢警察署等の

関係団体と連携して支援することで、プロペ通り周辺が安全で安心して通行できる環境となるよう

支援していく。 

 



 

●身近な地域に広がるネットワークづくり（地域での見守り・支え合いの体制づくり） 

・ 第 3次地域福祉計画における基本施策に基づき、身近な地域での見守り・支え合い活動を引き続き

支援・促進し、また、地域福祉推進の担い手である社会福祉協議会や民生委員・児童委員協議会な

どと情報共有を図りながらネットワークの強化に努めるとともに、継続的な活躍ができるよう活動

支援などに取り組んでいく。 

 

●住み慣れた自宅や地域で暮らし続けるための取組の推進（認知症施策の推進、在宅医療・介護の連 

携推進） 

・ 高齢者人口の増加に伴い、介護予防・生活支援サービス事業に対する需要も増加することから、高

齢者が住み慣れた地域で、安心して生活することができるよう、引き続き、サービスの安定した提

供体制の維持に引き続き努めていく。また、介護人材の確保が難しい状況ではあるが地域包括ケア

システムの中核的な機関である地域包括支援センターの効率的かつ安定的な運営を目指す。 

・ 認知症施策推進事業については、認知症地域支援推進員や初期集中支援チームなど、認知症の方や

その家族に対して効果的な支援が行われる体制を構築し、地域の実情に応じて、認知症ケアの向上

を図るための取組を推進していく。 

・ 在宅医療・介護連携推進事業は、所沢市医療介護連携支援センターを中心に地域包括支援センター

や所沢市医師会、所沢市介護保険サービス事業者連絡協議会など関係団体と円滑な連携を図り、引

き続き事業を推進していく。 

 

●地域の課題を解決するための体制づくり（日常生活圏域への生活支援コーディネーターの設置） 

・ 生活支援体制整備事業においては、地域課題が多様化していく中で、引き続き、第 1層（市全域）

及び第 2層（日常生活圏域）生活支援コーディネーターを中心に地域課題・資源の把握や共有を行

うとともに、地域住民の主体的な解決策について検討を行うことのできる体制構築を図る。また、

地域資源を補うためのサービスの創出や支え合い活動等の取組についても推進していく。 

 

●地域における子育て支援の充実（地域のつながりによる子育て支援の環境づくり） 

・ ファミリーサポート事業については、援助会員確保のため、援助会員養成講習会の充実を図るとと

もに、より多くの子育て家庭に本事業を利用してもらうため、市の広報、SNS 等を活用し、事業の

周知に努めていく。 

・ 地域子育て支援拠点事業については、関係機関との連携に努めながら、市内 27 カ所の拠点の継続

的な運営の実施を目指す。 

・ 子ども広場については、補助を継続することでこどもが地域で安全に遊べる場所を提供していく。 

 

●主体的な健康づくりの推進（地区担当制による地域特性を生かした健康づくりの推進） 

・ 地域保健推進事業については、地域の現状や課題を把握し関係機関との連携を図りながら、市民に

向けた積極的な取組を継続し、市民自らが健康保持・増進に積極的に取り組めるよう支援を行う。 

 

 

  



 

【ＳＤＧｓへの貢献】 

１ 貧困をなくそう １０ 人や国の不平等をなくそう 

２ 飢餓をゼロに １１ 住み続けられるまちづくりを 

３ すべての人に健康と福祉を １２ つくる責任 つかう責任 

４ 質の高い教育をみんなに １３ 気候変動に具体的な対策を 

５ ジェンダー平等を実現しよう １４ 海の豊かさを守ろう 

６ 安全な水とトイレを世界中に １５ 陸の豊かさも守ろう 

７ エネルギーをみんなにそしてクリーンに １６ 平和と公正をすべての人に 

８ 働きがいも経済成長も １７ パートナーシップで目標を達成しよう 

９ 産業と技術革新の基盤を作ろう   

 


